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経済学研究 43-2
北海道大学 1993.9

事故の社会的費用と抑止のインセンティブ

小林好宏

はじめに

筆者は法と制度の経済分析，特に事故を抑止

し安全をもたらす制度的仕組みを分析すること

に取り組んでおり，本稿はその研究の序説とな

るものである。

最初に法と制度の経済分析のこれまでの流れ

を概観しておこう。法学と経済学との研究の接

点は，従来から企業の経済分析，産業組織論，

労働経済学等，多くの分野に見出される。しか

し，法や制度そのものを経済分析の視点でとり

あげるようになったのは比較的新しし法と経

済学というテーマが学会レベルで組織的にとり

あげられるようになったのは1960年代である。

ここで経済学的視点というのは，価格理論の視

点のことである。すなわち，最適資源配分の視

点から，法的問題の解決をはかろうとする考え

方である。

ところで，従来，経済学では現行の法や制度

それ自体は与件として与えられ，その与えられ

た法や制度の枠組みの中で効率的な資源配分を

追求するということが一般的傾向であった。他

方，法学においても，法や制度のあり方という規

範的問題については正義や公正という視点から

その望ましいあり方が論じられていた。それは

主として法哲学の課題であり，法解釈学の場合

は，いったん紛争が生じた場合，それを現行の

法体系といかに矛盾なく整合的に解決するか，

という問題に関心が集中しており，法体系その

ものを効率的資源配分や公正な所得分配に与え

る影響と関連づけて論議することは少なかった

ようである九

法や制度の枠組みそれ自体は効率や公正に影

響を与える。現行の法体系は，多少の修正を伴

いながらも資本主義の確立とともに設定されて

きた。そのような制度が採用されたことにはそ

れなりの根拠があった。この制度的枠組みそれ

自体を問題にするようになったのは1970年代で

ある。

経済学が現行の制度や法の枠組みの中での最

適資源配分を問題にしている限りで、は，それは

たかだか現行の制度のもとでの効率性の追求に

しかならない。しかし現実に公害の発生，自動

車交通量の増大にともなう交通事故の増大，製

品の品質の高度化，複雑化とともに発生する各

種の事故の増大が社会問題としてとりあげられ

るようになるとともに，それら事件，事故にとも

なう紛争処理のための法制度の整備が必要とな

ってきた。その際，法の整備や紛争の処理に関

して，当然，経済学的視点が重要になってくる。

法や制度そのものの合理的根拠を問題にした

のは，一方では1970年代に盛んになったラデイ

カルエコノミックスであり，これは社会的公正

とそれを実現するための制度上の改善の論拠を

求めることに関心を示していたと言える。しか

し法や制度を与件ではなく経済現象の中に内生

化して分析したのは，シカゴ学派である。法の

経済分析は，主としてシカゴ大学のロー・スク

1 )この点については浜田宏一『損害賠償の経済分析』

東大出版会1977の序章参照。
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ールを舞台に盛んになった。コース，ポズナー

等がその代表的な人びとである九

法や制度の経済分析がラデイカルエコノミッ

クスによって関心を持たれながら，それを経済

現象の中に内生化して分析したのが，ラデイカ

ルエコノミックスとはむしろ思想的に対置され

るシカゴ学派であったということは興味深い。

前者は法や制度の欠陥に注目し，法や制度の変

革の根拠を求めたのに対し，シカゴ学派は現行

の制度や法，組織等の存在根拠を経済理論の枠

組みの中で内生化して明らかにしようとしたも

のである。その点でシカゴ学派は，伝統的な近

代経済学の立場と基本的に同じである。すなわ

ちそこにある発想は，人びとは常に合理的選択

をしている，という前提である。したがって現

実に存在する組織も制度も，それが存在する合

理的根拠があるが故に存在している，とみなす

のである。そのことを端的に示しているのは，

コースの「企業の本質的」である。分権的な経済

において内部的には集権的な資源配分を行う組

織である企業がなぜ存在しているかを，市場を

利用するコストと企業組織を利用するコストの

違いから説明した。たえずコストの低い方が選

択されるという理解は新古典派の経済学に共通

する考え方である。

もっとも，組織についてはこの議論は成りた

つものの，制度については必ずしもそうとはい

えない。企業組織は最も合理的で、ある経済活動

の中から生み出されたものであるが，制度や法

の設定は，100パーセント経済合理d性に適ってい

るとは必ずしも言えないからである。だからこ

そ，シカゴ学派のように法の経済学の視点で，

2) R. H. Coase，“The Problem of Social Cost， " 

Journal 01 laω and Economics， 2. October 
1960宮沢健一，後藤晃，藤垣芳文訳『企業，法，市場』

第 5章社会的費用の問題， R. A. Posner， Eco-
nomic A nalysis 01 law， Li ttle Brown， 1 st 
ed， 1973， 2 nd ed 1977.などが，その代表的文献

である。

3) R. H. Coase，“The N ature of the Firm，" 

Economica， N ovember， 1937. r企業，法，市場』
第 2章所収

すなわち効率的資源配分の視点で問題にしよう

とする発想も生まれてくるのである。

わが国においても法学者の間で法の経済分析

についての研究は数多く行われてきた。それに

比べて経済学者による研究は，浜田宏一「損害

賠償の経済分析」が先駆的業績で，その他，宮

沢健一教授の研究4)など，いくつかの労作は出

されているものの学会レベルでとりあげられる

ようになったのは，ごく最近のことである。

法の経済分析は大きく分けると，法の規範的

分析と法の実証的分析に分けることができる。

法の規範的分析は，経済学的観点にたってどの

ような法制度が望ましいかを明らかにしようと

するもので，その最も古典的体系はポズナーの

An Economic Analysis 01 Law，カラブレジ

のTheCost 01 Accidents5)であろう。これに対

して法の実証的分析とは，現実の法意識や法行

動を実証的に扱うもので，最近，その興味ある

研究として，わが国で出版されたものに，ラム

ザイヤー「法と経済学 日本人の法行動的」が

ある。

法と経済の問題にかかわって最近わが国でと

りあげられているのは，製造物責任の法制化を

めぐる問題であり，ここ数年，法の経済分析の

問題は，にわかに脚光を浴びてきた。経済理論

の立場からみた法の望ましいあり方は，効率的

資源配分に適うかどうか，所得分配上公正かど

うか，という観点から判断されるが，前者はい

いかえれば社会的費用の節約という観点から法

の望ましいあり方を見ょうとするものである。

事故，紛争の社会的費用は，事故そのものがも

たらす損害，紛争によって人びとが失うもの，

4 )浜田宏一『損害賠償の経済分析』東大出版会 1979，

宮沢健一『制度と情報の経済分析~， r現代経済の制

度的機構」など。

宮沢健一教授には，その他多くの研究がある。

5) Guido Calabresi， The Cost 01 Accidents， - A 
Legal and Economic Anaかsis，Yale Univer-
sity press， 1970. 
6 )マーク，ラムザイヤー『法と経済学 日本法の経済

分析一』弘文堂1990年
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る費用等さまざまである。し

たがって，法はそれがいったん金じた事件の適

切な嬉翠に資するだけではなし事故そのもの

を誠らすインセンティ

ましい。また紛争は多くの社会的費用を要する。

を欝約するという立場からは和解で

解決することが躍ましいが，しかし地方，正当

に争わないことが社合的正義にてらして望まし

いというわけではないα 日本は争うよりは制解

するケースが多いことで知られる。また訴訟に

込まれず泣き寝入りするケースも譲住的に

多いには違いない。 りは損害が表茜色

しなくとも被害者が被ることになるのであるか

ら訴訟費用は節約しでも社会的損失を臨避した

ことにならないのはもちろんのことであるo し

かしながら，和そもって章者しとする日本的娯潮

が紛争C社会的費用を館約していることはまぎ

れもない事実であるO

法の規範的分析， r:去;意識や法行動とかかわる

法の実証的分析，その両面から社会的費用の館

約という甑念を輸に分析をすすめるのが，

経清分析の最も謀本のう「…マとなる。筆者は事

故を議少させ安全を護保することに棄する法シ

ステムの研究そ進めるに捺して，以上のような

法の経済分析の考え方を基軸に問題そ展開しよ

うと思う。

本稿はまず1議官で事故の社会的饗患の概念，

内容を示し， 2 frJでは予j活費と治療費になぞら

えて社会的費用の節約問題をとりあげる。 3

では，事故な減少させるための当事者の注意，

用心に対する法制肢のイン々ンティブについて

とりあげる。注意力は日常の生活経霊会から魚ま

れるものでもあり，それは危験に対拠する学習

効巣でもある。そ

として

との関係を検討する。

1.事故の社会的費用

ら4欝では学稗効果

とりあげ，ぞれと法務u

もたらす損失は，なによりもまず，

しそれだけでなく，

によって争われる場合，裁判に要する費用がか

かる。又，こうした事故に備えて保換をかける

必要があり，この保険費用が加えられねばなら

ない。これらすべてをと含めて事故の社会約費用

と呼ぶ。そして事故に対する法制化の問題は，

これら社会的費思を減少さそることにある。

王寺ラブレジは，The Cost 01 Aω:identsの第

3主主において，交通事故後間にとりあげ，交通

事故の減少をprimarycostの減少，sec仰向η

costの減少，tertiarycostO)減少の三つに分類し

ている 7)。ρrtn絞りIcostとは，事故そのものによ

る損害であり，tertimア costは紛争処理に必要

なコストである。これに力日えてカラプレジが

secondary costとして挙げているのは，

社会的費痛の畿念とは智子異なるc すなわちそ

れは事故そのものを滋らしたり，事教のきびし

さの程疫を法下させたりすることには関係して

いない。そ

上のコストsoεiet，α1costとも言うべきものであ
る。これは事故の損失の分散にかかわっている。

は「損害結債の経精分析Jの中で

カヅブレジの議論をj念頭におきながら，事放の

を三つに分類している。第 11丸事

肢が直議人的，物的に損害をもたらす費用及び

事故棉止に要する費用であり，これを欝 l

用と名づげている。第2は開じ損失でも誰に負

せるかで社会的経済的影響が異なる。これ

として所得分配の公平牲にかかわることで

あり，この聾黒色第2次資罵と呼ぶ，第2次費

用紙減の目標会 i公平性Jの目標と呼んでいる O

第3は;事故の紛争解決や被害者保護のためのさ

まざまな司法行政ょの費用
v 

'-- 3 

用とよんでいる刊との区分は，カラブレジむ

primaJY cost， seco子宮darycost， tertiaη costに

ほぼ対応しているが，設国民の第 2次饗治と

7) Calabr告si;The Cost 01 Accidents， Ch設pt，3. 
8)浜田宏…，務掲警察多彩Il章38-40ページ.
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カラブレジのsecondarycostは若干異なって

いる。浜田氏の第2次費用概念は，主として損

害の負担の仕方にかかわるもので所得分配の公

平性に関連するのに対して，カラブレジの場合

は，それを正義，公正といった概念と結びつく

ものとして考えているようである。

ところで，第 l次費用は事故そのものの損害

と，事故防止の費用から成ると述べたが，事故

防止の費用は，いわば医療で言えば予防費であ

り，交通事故を例にとると，歩道橋，信号機，

交通巡査の費用等，これらはすべて事故防止の

費用である。そしておそらくこれら予防費をか

けるほど事故防止に役立つだろう。

法・制度の問題は，法制のあり方によってい

かにこれら社会的損失を減少させるかというこ

とにある。今，交通事故の例で考えてみよう。

自動車事故の発生に影響する要因は，自動車

交通量，自動車の安全性能，歩道橋，信号機等

の予防的装置，運転者の注意力，歩行者の注意

力，違反行為や事故責任に対する罰則，等であ

るとしよう。事故件数Ax，交通量CT，自動車の安

全性能(パンパーやブレーキの性能等)を数量

的に表してCs'運転者の注意力をDo歩行者の

注意力をDw，罰則の強度をP，歩道橋，交通巡

査等の予防費をDdとしよう。

Ax =F (CT， CS' Do Dw， Dd' P) 

の関係がある。一般的にはこれら変数の聞に次

の関係があると言える。

dAy dAy dAx 
-一一Lー>O. 一ー<0‘一一ーく O.
dCT dCs dDc 

dAx dAy dAx 
-一一一<O.一一一一<O.一一一一<0
dDw dDd dP 

交通量が増大するほど事故は増えるが，自動車

の安全性の向 L 運転者や歩行者の注意力の増

大，予防設備にコストをかけるほど，罰則を強

化するほど，事故を減らすことになる。

これらとは別な要因に保険がある。保険の問

題は事故に複雑にはねかえる。一般によく知ら

れているのは，保険が運転者の注意力に影響を

与えるいわゆるモラルハザードの問題であり，

これはAxを増大させる要因となる。しかし，保

険料の負担は自動車保有コストに上乗せされて

Gを抑制し，その結果Axを減少させるように作

用するかもしれない。保険もメーカーが保険を

かける場合はモラルハザードの問題は小さいか

もしれないし，製品価格に保険料が上乗せされ，

自動車の普及度を抑制するように作用するかも

しれない。

こうした関係がある場合に，政策的にはどこ

に力を入れるか，どのような法制化が各種要因

に対するインセンティブをもたらしAx減少に

つながるかが問題となる。上述の関数の各成分

は，いずれも貨幣的に表現できる。罰則のきび

しさは罰金や賠償金で表現できる。しかし，こ

れら貨幣的要因によらずに，規制や禁止で事故

を減らすという手段がある。これを規制的抑止

と呼び，貨幣的抑止ないし市場的抑止と区別し

よう。例えば運転免許の取得条件をきびしくす

るとか年齢制限をもうけるのは規制的抑止であ

る。これに対し，免許取得料を高くすることに

よって安易に免許を取ることを防ぐのは市場的

抑止である。経済学的に問題なのは，もちろん

市場的抑止であり，これがどれだけ効果を発揮

しうるかが重要である。カラブレジは，これを

一般的抑止， genenal deterrenceと特殊的抑止

specific deterrenceあるいは集権的抑止collec-

tive deterrenceに分けている9)。

規制的抑止あるいはカラブレジのいう特殊的

抑止は，規制，禁止，違反者に対する刑事罰等

によって事故を抑止しようとするものである

が，この抑止方法にもコストがかかることはい

うまでもない。行政上の監視の費用等，ひとく

ちに言ってモニタリングコストを要する。又，

禁止にしたがわない場合，罰金を課すとなれば，

貨幣的インセンティプによって行動を抑制する

9) Calabresi， op.cit.，pp75-77. 
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ということにもなる。したがって規制的鰐止

鍍幣的抑止を厳密に区別す明ることはむず、かしい。

これに対して市場的静止は，事故によるま員失

あるいは事故詰止の要費用を内部北することによ

ってそれ令価格体系に組み入れ，

のインセンティブを与えようとするものである。

この場合でも，議事者を市場のyレールにしたが

わしめるコストはかかるが，禁止・規制等のコ

ストにくらべてはるかに安く，無読しうるもの

と考えてさしっかえない。

法制度上，市場的抑止は，事故の糞任のわり

ふりの性方によって，社会的費閣の鯖約へのイ

ンセンティプ会与えようとするものであるが，

鍔えば自動車事故を部にとるん自室主主幹事故の

に課するとすれば，運転者は自ら

保験料を支払うか，高性能のブレーキをとりつ

けるかしなければならない。もし，事故の費告

がメーカーにあるとすれば，メ…カーは保険料

るか，高性能の安全装置を開発する。

そしてそのこ3ストは自動車鵠轄に転嫌される。

もし事故の揮害が致結の一般財源で議填される

とすれば，メーカーにも運転者にも，高性能の

そ開発したり，それを取F付けたりする

イン1::ンティブはf動かない。

せられる場合もメーカーに資授が課せられる

も，ともに製品締格は上昇するo これら

れのケースが最も社会的費沼を欝約するかが問

題であり，法の経済学の立場では，最も安価に

損害を自避する者，すなわち

に負担させるべきである，という考え方をと

るO

さて，再び交通事故の例で考えてみよう。交

通事故の社会的資舟のうち第1次費用は，

的に事般が蓋撲もたらす損害，事故坊止のため

である。地方，

響ずる要認は，自動車の普及渡あるい

主事の安全装設の性能，歩道構

それに運転者，歩行者の

控意力である。これら る要悶をコ

ストの麗からみると，ブレーキやパンパー等の

信号機等の事散防止

みることができる O これに対し

は，章受密に替えば費用を要す

るものであるが，援に費用がかかるといっても，

ぞれは経済計算上あらわれにくいよに，ほば無

視しうると言っていい。強いて誇うならば自動

車教欝場での教育費，幼程闘や学校教育でのコ

ストである。

予w:f費の内容を獲に見ていくと，

の向上i;t，車の{間格に転嫁され当事者負強とな

る。すなわち私鈴費用として内部化されている。

これに対して歩道橋やガードレール，

交論巡査等は，公共財，公共サーピスである。

のものによって生じた損害に対する様

なぞらえていえば治機費に柑当す

る。したがって，事故の社会的護費用は，予防費

と ら成るということができる。援療に

ついてしばしば指摘されてきたことであるが，

予紡にコストをかけることは病気を少くし，あ

るいは手灘れになることそ防ぐことによって医

療費を鶏約する O これと持じことは，

にもあてはまる筈であり，事故の予防にコスト

をかけるほど事故そおものの損害を減少させる

ことになるだろう。しかし飽方，予防のコスト

のかけ方次第では，自動車の普及会獲に増加さ

せて事故件数を増加さゼる要患になるかもしれ

ない。例えば道路の拡艇は車の増大と

減少につながって，かえって事故を増大させる

ということもありうる。事故の社会的費用を分

るに探しては，予訪，治療，

件数への影響の四つの関係を見ていくことが必

なる。

ところで，事故件数が恵の台数と柑闘してい

るとすれば，事の台数に影響する要顕在考えね

らない。私的襲用に内部イじされる

は車の{面絡を上昇させ，率の普及撲を抑制する。

これに対して，公共黙としての予防費患は鍛格

に転諒冬れないため，主誌の台数の詔]制効果には

ならない。であるとすれば，予飴費湾のかけ方

カ宝そこ なる。
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以上は交通事故を例に考えたものである。こ

れを製品の欠陥から生ずる事故の問題，いわゆ

る製造物責任の問題にあてはめて考えてみよう。

製造物の欠陥による損害についても，損害そ

のものから発生する費用，防止費用，紛争処理

費用，製造物の品質，安全性又は危険性に関す

る情報収集費用等がある。損害そのものの費用

が賠償によeって救済されるとすれば，損害その

ものがもたらす費用は即ち救済費用とみること

ができる。

これら費用の聞の関係についてみると，第1

次費用に相当するものは防止費用，救済費用，

情報収集費用等であり，第3次費用が紛争処理

費用である。製造物責任制度等の導入によって，

製造業者により安全な製品を開発するインセン

ティブを強める。研究開発費，保険料等は価格

に転嫁され，安全の代償をメーカーと消費者の

双方が分けもつことになるだろう。予防費用と

治療費用との関連で言えば，防止費用の増大に

よって治療費用に相当する救済費用を節約する

ことになる。

製造物に関しては，消費者の注意力も重要な

要素である。これは過失責任制か無過失責任制

かによって影響が異なる。製造業者の無過失責

任制が制度化されると，消費者が使用上の注意

をよく読まなかったり，安易に製品を扱うとい

うことが生ずるかもしれない。

この点については交通事故とは異なる。交通

事故においては，運転者の無過失責任制にして

も，歩行者の注意力が低下する度合いは小さい

であろうし，運転者の注意力はまちがいなし

より高まるであろう。製造物については，かな

りの危険物の場合は別として，命にかかわるほ

どでもないものの場合は，消費者の製造物の扱

いは粗雑になるかもしれない。

交通事故と製造物の欠陥との比較に関しても

う一つの異なる点がある。交通事故は，車の普

及度の関数として表現することができる。他方，

製造物の欠陥による事故は，製造物の種類や数

量の増大とともに増えるであろうことはたしか

だが，交通事故の場合ほど量の増大が事故に直

結するとは言えないかもしれない。

公害の場合は，生産活動それ自体が損害をも

たらすケースである。この場合は，活動水準の

抑制が損失を減らすことになる。車についても

それは若干あてはまるだろう。しかし製造物の

欠陥は生産活動の削減が損失を減らすことはあ

ったにしても，それ自体解決策としての意味は

小さい。

次節においては，予防費と治療費の関係とい

う視点から，社会的費用への影響を考察し 3

節では，注意力への影響の問題をとりあげる。

2.予防費用と治療費用

事故の経済分析にとっての基本的問題は，事

故の社会的費用を最小化することであること

は，これまで述べてきたとおりである。そして

事故の社会的費用はカラブレジや浜田宏ーにし

たがって分類すると，三つに類型化しうる。そ

のうちの基本的なものは，第 1次費用，すなわ

ち事故そのものによってもたらされる費用，事

故の予防に要する費用である。第2次費用はカ

ラブレジの定義と浜田の定義では若干異なる

が，事故による損失あるいはそれに対する負担

が特定の層に集中する結果生ずる費用，社会的

公正とかかわる費用，あるいは所得分配に関連

する費用とみることができる。そして第3次費

用は紛争処理費用である。このうち第2次費用

と第3次費用は，事件，事故があってはじめて

生ずる費用であるから，事故の増加関数とみる

ことができる。したがって，事故そのものを減

少させることによって第2次費用も第3次費用

も節約される。

事故処理の法制的効果は，第 1義的には，そ

の制度によって事故そのものを減らすこと，事

故減少へのインセンティブをもたらすことであ

る，と言っていい。もちろん，紛争のコストを

節約することも，所得分配への配慮も重要でトは

あるが，交通事故や公害に関して言えば，その
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規模からいっても，事故ぞおものの減少による

社会的費用の節約が大きいであろ

うということは，直観的に認めうることと患わ

り，

していると替えよう Q 事故

の損失を議少合せるためには資託の割り当てに

よるインセンティブメカニズムを機能させるこ

と，予i完議殺をとること，この二つがある。

佳の割りさきては，誰に責任令課したら事故その

ものを減らすインゼンティブとしてより

機能するか，という問題である。

予i持費用の場合も，誰に負担させるかによっ

て，社会的費用の節約の誤合は異なるのしたが

って資任の若手jり当て問題は，子5奇襲懸のかけ方
にも及ぶ掬題である o f恵方，予防費用をかける

ことは，事故そのものを減少させることになる

から，事故の損害あるいは救済費痛と予防費用

との間にトレードオブの関係がある川。

本顛の問題は，予i努と治療との関係という

弘社会的コストの節約の問贈をみていく

ことである。ここでトは，予防費用と事故の損害

とのトレードオフ関様 ，製品

欠捕についてそれぞれとりあげ，予防護署用をど

れだけかけるのか，また~ ~撃が負担するのか，

を節約するのに有効であるか

Tる。まず予防護費用と治捺費用とのー殻的関係
について考察し，次いで公害，交通事古文，襲品

7" 7" 

丸舗伊 之-

用であり，こ

してみよう。

るもの

のものによる損失額と

一致する，と仮定しよう。事故の社会的饗貯を

Cpとする。事故鷺(事故件数〉さをXであらわす。

事故の予防費用をCd，事故の損失額(教務費用)
をとする。

10)製造物資任の問題においても，予防護者と事故綴察と

の間にはトレードオフ関係があることはいうまで

もない。これについては，小林秀之「製造物資任法」

広いきた経済社 1993著書熊

Cp 十Cd

事故の社会的費用は，事故の損失額と

の和である。これらと事故件数Xとの聞

には次の関係がある。

O. dCs 一一一一二一一一〉
dX dX 

事故が増えるほど救済費震も増大する。ま

故む社会的費用も

dX 
一一一<0
dCd 

る。

をかけるほど事故件数は減少する。

したがって，

dC< 
-ーニー<0
dCd 
をかけるほど救済費用は節約される。

いま，第1次望号用のみそ社会的費用として考え

ているο事故の社会的費用Cpを最小にする予防

む水準がもしあるとしたなら，もちろんそ

最適な予i完撞麓である。

事裁の社会的費用Cp 十Cd

で微分すると，

dCs 
一一一+1

dCo dCd 
dC 
U'""pーは，予院費用の変化にともなう課界社会
dCd dC 的費震であり，…""V~ は絞界教務聖堂用である。

dCd 
もい予防費舟の増加にともなう救務費用の減

少が，予訪費用の増加分と等しければ，すなわ

ちムCd= ムCsなら，限界社会的費用はゼロで
dC ある。その場合は一一昌一ニー 1である。
dCd 

dC~ 
ーニ…士-1ならば，一一ーニ o
dCd dCd 

もし，Cpが最小値を持ちうるとすれば

。
dC/ 

d2C宍であるが，そのためには~号ーく 0 '1.'"なけれぜdCd 
ならない。これは予訪費をかけることによる救

済額(議害額)の節約の度合いが逓減ずること

を意味している。

えれば， 信母機，ガード
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レールの設置によって交通事故は急激に減少さ

せられるが，ガードレールを二重に設置したり，

中央分離帯の幅を広くしても，事故の減少度は

増すものの，その度合いは逓減すると思われる

ので，上の結論，すなわち社会的費用を最小に

するような予防費がありうるということは，直

観的に認められるであろう。

以上をグラフで表現すると次のようになる。

Cp， Cs， CdともXの関数としてあらわすことが

できる。

X Cs 

Cd X 

図 I-a 図|ー b

図1-aは，予防費と事故件数との関係を示し

ている。もし予防費の増大にともなう事故の減

少率が逓滅的ならば， X=X (Cd)の曲線は原点、

に向かつて凸になるであろう。すなわち，

dX d2X 
< O. 一一一ーー<0

dCd dC/ 

のケースが図 l-aである。図 l-bは事故量

と損失額(救済額)との関係を示している。こ

れはほぽ比例的とみなせる。したがって，予防

費Cdと損失額Csの関係も，同様に右下がりとみ

ることカまで、きる。

図2-aは，予防費用と損失額あるいは救済費

用との関係を示しており，最も一般的に考えら

れるのは右下がりで凸の関係である。図2-b

は，予防費用と社会的費用の関係である。 Cpは

CsとCdの和であるから，CdとCsの関係によっ

て，形は三つのパターンに分けられる。 aは，

CdとCsの関係が原点に凹であるような場合で

ある。 bは限界予防費用と限界損失額の節約と

があらゆる予防水準について等しい場合であ

Csl 

¥ 
~一一~\a

b 

¥¥~ーーイ

Cd Cd 

図 2-a 図 2-b 

る。最も一般的と考えられるのはCのケースで

あり， CdとCsの関係は右下がり凸の曲線で示さ

れ，Cpを最小にするCdの水準が存在するケース

である。

予防費と事故の減少との関係は，個々のケー

スごとに異なるであろう。予防は一般的に装置

を伴う場合が多ししたがって不可分割的な性

質を持っている。例えば交通事故件数と予防費

用の関係でみるならば，歩道橋を設置するかし

ないか，ガードレールを敷設するか否か，中央

分離帯をおくか否かで事故件数はかなり異なっ

てくると思われる。他方，車の安全装置につい

て言えば，すべての車に安全装置を一挙に付置

することを法律上義務づけた場合は，安全装置

と事故件数の関係は不連続的にあらわれるが，

安全装置が徐々に普及していくという場合は，

この関係は連続的とみなしうる。

だが予防設備の多くは公共財的性質を持つも

のが多く，不可分割的である。一件の事故を減

らすにも一本の歩道橋が必要であり，それは消

防や救急医療と同じく，火災や事故の有無にか

かわらず，ひとたび事故が起こったときに必要

な最低限のキャパシティを持っていなければな

らない，というところに特徴がある。このよう

な予防費用の性質を考慮に入れて，しかも社会

的費用の節約という考え方をとるときには，手

法は複雑になる。

いま仮に予防費を不可分割的な予防費と分割

可能な予防費とに分けるとしよう。前者は歩道

橋，ガードレール，中央分離帯などであり，後

者は自動車の安全性能であり，個々の自動車ご

とに設置される。連続的な予防装置のコストを

CdB 不可分割的な予防装置の設置費用をCd2と
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しよう。

牛 σ〉 数 穀物の年間損失 牛 l頭の追加に
よる穀物損失

X X (単位頭) (単位 卜ン) (単位トン)

¥¥¥¥  

2 3 2 

3 6 3 

4 10 4 

Cd1 歩道橋ガード中央 Cd2 
レーJレ分離帯 る

図3-a 図 3-b 

図3-aは， Cd1と事故量Xの関係を，図3-b

はCd2とXの関係を示している。 XとCsの関係は

比例的とする。 CdとCsの関係は次のようになる

だろう。

l¥
六

Cd 

図 4

したがって，予防費と社会的費用Cpの関係が図

2-bのCのようなかたちをとるとすれば，そ

れは主としてCd2の性質に依存すると言えるだ

ろう。

以上のような予防費と社会的費用の関係を公

害に関するコースの議論を例にとって考えてみ

よう。コースは「社会的費用の問題」の中で，

隣接する土地の収穫物に対して損害を与える迷

い牛の例で，損害賠償と資源配分の関係を示し

ている11)。農家と牧場主が隣接する土地で仕事

を営んでいる。迷い牛が農地に入り込むことに

よって穀物に損失が生ずる。牛の頭数と年間の

穀物損失の聞には，次の表に示される関係があ

11) Coase， The Problem 0/ Social Cost 邦訳「企業，
市場，法」第5章113-114ページ

穀物価格はトン当たり 1ドルとする。柵で囲

って牛の入り込むのを防ぐ費用は年間9ドルと

する。

損害賠償責任が牧場主にあるとすれば，牧場

主が牛を 2頭から 3頭に増加させたとき，彼が

負担することになる追加的な年間費用は3ドル

である。彼は飼い牛の数を決定するときに賠償

費用を計算に入れる。この費用を加えてなお牛

1頭飼うことによる追加的収益が追加的費用を

下回らない限り，牧場主は牛を飼う。反対に，

もし牧場主に損害賠償責任がないとすれば，農

家は牧場主に対し補償金を支払って飼い牛の数

を減らしてもらうという方法もある。取引費用

を要しない場合は，賠償責任が有る無しにかか

わらず同じ結果に到達しうる。これはコースの

定理としてよく知られているところである。

さて，もし農場に棚を建てて囲うと，年当た

り費用は 9ドルである。もし牛を 4頭飼うなら

10ド1レの損失が発生する。その場合，フェンス

をもうける方が有利でトある。この場合，フェン

スをもうけるのに要する費用は，交通事故の例

でこれまで述べてきたことにあてはめると予防

費用である。これに対して損失補償額は，先の

c.である。コースの例では，予防費用をかけて

損失を防ぐか，損失補償を行うかの選択があり，

いずれをとるかは，収益と費用の関係で決まる。

この棚がきわめて丈夫で、，多くの牛がもたれ

かかっても倒れないとすれば 4頭以上の牛を

飼いたいと思う牧場主は，限界利潤がゼ、ロにな

るまで牛の数を増やすであろう。柵を建てるこ

とにより，牛の追加による限界損失はゼ、ロにな
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るからである 12)。

農場と牧場のケースで、は，牛の頭数を調整し

て最適な飼い牛の数をうることと，柵をもうけ

ること，すなわち予防費をかけることの二つの

選択肢がある。もし柵が不完全でなにがしか牛

がまぎれこむことになれば，最適値は，予防費

と補償額の組み合せで得られることになる。一

般的に言えば，予防費は固定費であり，この固

定費をカバーして純益が得られる限り生産は増

大する。

予防費と救済費との関係で重要な点の一つ

は，救済費がどんなかたちであれ市場取引にな

ぞらえうる性質を持つのに対し，予防費の場合

は，予防装置が公共財的性格を持つ場合が多い

ために，公共負担になりがちであるということ

である。これは交通安全の場合に明らかである。

外部不経済が多数の事業者から発生し，多数者

に被害を及ぽすケースは，公共財又は準公共財

的な予防装置を付置することになるであろう。

予防費は，経済規模が拡大する長期をとってみ

ると，より有効になると言える。

3.注意へのインセンティブ

事故に関する法制上の問題で重要な事柄の一

つにモラルハザードの問題がある。 1節で示し

たように，事故に影響する要因は，経済活動水

準(自動車事故で言えば，自動車の生産台数，

普及度，交通量)，予防装置，当事者の注意力等

であり，事故の社会的費用は，事故そのものが

もたらす損害，事故の予防に要する費用，訴訟

費用等である。そして損害が補償されるとすれ

ば，それは被害者の救済費となるが，予防費用

と救済費用との間にはトレードオフの関係があ

ることはこれまでみてきたとおりである。

予防がコストを要するのにくらべて，注意力

を喚起することには，さしてコストを要しない。

これまで触れてこなかった問題の一つに保険費

12)向上114ページ

用がある。保険費用は，たしかに内部化されて，

経済活動水準に影響を与えるという点で，公害

防止装置の費用や車の安全装置の費用を内部化

することと共通しているが，保険の場合は，そ

れによって事故を回避するための用心を怠る可

能性があるという意味でのモラルハザードが生

ずる。この点は予防についてもなにがしかあて

はまる。予防装置を備えていることは安心をも

たらし，それが事故回避への努力や注意を減殺

することにつながる。その点で保険と共通する

面がある。いずれも安心を買うという共通性が

あるからである。

そこで，安心を買うという意味での予防と保

険はまったく同じか異なるか，安心料としての

予防費用と保険料の役割や効果に違いがある

か，人びとの行動に影響を与えるという意味で

のモラルハザードに関して，予防と保険で効果

の違いがあるかどうか，という点が問題とな

る。

まず明白な相違点についてみよう。これはす

でにみた如く，損害への影響，あるいはトレー

ドオフ関係についての違いが指摘できる。予防

費と損失額との聞には，直接的なトレードオフ

関係がある。しかし予防費は注意力を減退させ

ることを通じてなにがしか事故確率を高める。

それによって損害抑制効果は減殺される。これ

に対して，保険は損害とトレードオフ関係にな

いばかりか，経済活動水準を高め，注意力を弱

めることによって事故確率をいっそう高めるこ

とになる。

保険の本来的機能は，リスクを市場化するこ

とによって，経済活動をよりスムーズにすると

ころにある。保険費用の総額が損害額に等しい

とすると，保険は，事故の社会的費用の一部を

あらかじめ支払うことによって取引活動を積極

的に行っているということになる。この意味で，

保険は第1義的にはリスクを取引対象とするこ

とによって経済活動水準を高めることになり，

事故件数が経済活動の増加関数であるとすれ

ば，そのことを通じて事故を増大させる傾向
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そもつ。棄にそラノレハザードの発生によっ

故を増大させる。地方，保険料の負担は製品価

格に転嫁され，生産量を持鵠ずる方向に働く。

これに対して予訪装置も経済活動を高め，そ

のことによって事故発生を増加させるようなイ

ンセンティブが{動くかもしれない。またモラル

ハザードによっても事故件数を増加させる可能

性がある。中央分離帯ができて安心してスピー

ドの出し過ぎが起こるというのがそれにあた

る。 龍方，予防費揮は内幸~1七怒れれば経済活動

に抑制的に作沼ずる。

しかし予防費の事故増大への効巣は，

制にくらべてはるかに小きいとみることができ

るであろう o 多くの場合，モラjレハザードにせ

よ経済活動の増大による事故増大効果にせよ，

予防に関しではその効果は小さいとみてよい。

予飴が範演活動に抑観的に作用するのは予欝費

が内部化される るが，交通事故防止の

公共財的性格を持つものが

多い。このことが，交通事故が容易に減らない

…つの理由になっているかもしれない。

以上が謀総と予防とを比較した場合の類叙点

と相違点である。さて，とこでの主要な諜題は

注意力へ与えるインセンティブマあるο一設的

に言えば事故の損害が自分に及ぶ夏合いが大き

いほど注意力が高まる。したがつ

は過失を紡ぐ動機そ強めるだろう Q しかし，

故発生原岡が製遣業者あるいは交通事故の場合

は運転者{惑に主としてあふ

歩行者である

強く

可能性がある。この場合，

ヌうた と諸事費者，歩行者とで非

られるからである。

と主として被害を受ける側

とで，注意力が事故件数に影響する

なる。その点を考癒するならば，主著{をの割りさ当

てに際して，事故発生震強者により多く

り当てることは妥当性がある。

予院にはコストを饗する。同様にし，で保険に

もコストがかかる。予関蓄をや保険料をめぐる問

題は，ぞれが髄格に転縁されることを通じて経

済活動水準に蕗響ずること，予妨や保険の存在

によって経済活動がスムーズになること，

も保設も事故の賞佳0)議り当てによっ

ること，予跨装議については，

公共財約性格をもつものがあるため，

のあり方をめぐっては，強嵩む関題がありうる

こと，等が指摘された。

これに対して注意力はそれを高めるための費

潟をそれほど多くは要しないかもしれないQ 人

が皆，詮意深い生活態度を身につけているなら

ば不可抗力といいうるような事故以外は，事故

はめったに生じないかもしれない。しかも

、泌がさの謡議のためのコストは，きしてかからな

いかもしれないのである。こうしてみると，事

故の社会的費用安節約する要習としての人びと

について，経済学の視点、で検討するこ

と る。

ヰ.学欝効果としての議室撃力

事故による社会的安子自の節約にとって設意力

の樹養が大きな静響力を持つことは前節で述べ

たとおりである。事故と注;叡力の関探を経済分

析の観点からみると，それは主としてモラルハ

ザードの問題とのかかわりにおいてこれまでと

りあげられて診たところである O モラルハザー

ドの問題はこれを逆転させてみると，波意力の

なるo すなわち危険にた

ずることによって人は注意力を強めると言える。

このようにみてくると法癒力は借入に内殺する

能力もさることながら， f車の要閣，すなわち制

度，経験等，外的要割に影響されるとみること

ができる。もちろんそれだけではなし

じて安全に対する意識は高まるであろうし，

一畿的に，秩序を尊ぶ糧神的風土が支配的な場

合は，用心深きろも強まるだろう。

はざして多くのコストを要し

ない。これは日常生活のあり方も制度の設定に
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多く依存すると言える。注意力はその意味で学

習効果のあらわれとみることができる。

注意力の度合いをCuとしよう。保険金額をI

であらわす。

dC" dc" 
一一ーニー<O. 一一一ニー<0
dI dCd 

dC の関係がある。一....l'-'11ーは，予防費をかけている
dCd 

ことによって安心をして用心を怠ることを意味

する。これはモラルハザードである。他方

dX 
一一一一一<0
dCu 

の関係がある。 Cuは教育によって高めることが

できる。だ、がCuは，事故の体験(自ら経験する

ことばかりでなく，身辺に事故を観察すること

も含む)によって高まる。すなわち危険に直面

する機会が多くなるほど注意力が高まると考え

ていい。

自動車事故について言えば，運転者の注意力

は教習場の教育，事故責任に対する制度(過失

責任か無過失責任か)，道路交通事情等に依存す

る。このうち教育については若干のコストを要

する。歩行者側の注意力は日常経験によるとこ

ろが大きい。もちろん学校教育も注意力に影響

する。

公害についてみるならば，発生者側の注意力

が問題であって，被害者側は対応力を持たない。

この場合，即ち公害を出さない用心は，責任制

度のあり方に強く依存する。工場と住民の関係

でいえば，環境の所有権が住民にあり，工場側

が損害賠償責任を負っている場合は，発生者の

注意力は増すであろう。これに対して，環境の

所有権が工場側にあり，公害抑止のためのコス

トを住民が負担する場合は，工場が汚染を抑制

するための注意力は弱まるであろう。したがっ

て，コースの定理は，取引費用がゼロの場合，

加害者，被害者のいずれが費用を負担しようと

も，社会的費用を最小化する(あるいは社会的

余剰を最大化する)最適資源配分が達成される

ことを示しているが，モラノレハザードあるいは，

事故抑止へのインセンティブを考慮するなら，

いずれに責任が課せられるかで結果は異なる。

自動車事故の場合と異なり公害の場合は，注意

力による事故抑止の可能性が被害者側にはな

い。事故の発生が加害者側と被害者側で完全に

非対称的である。したがって公害のケースは，

加害者に注意力へのインセンティブを与える制

度や仕組みが効果的である。この点は，事故の

第二次費用の問題，言いかえれば所得分配への

効果に関連する。取引費用がゼロであるとして

も，権利の割り当ては当事者の注意力への影響

を通じて社会的費用に影響を与えるからである。

製造物責任の場合はどうか。すでに示したよ

うに，加害者側に責任を課するほうが，事故回避

や安全製品の開発努力を刺激する上でより効果

的であることは一般に指摘されている。しかし，

消費者が通常使用する製品については，使用上

の注意をよく読まなかったり，製品の扱いが不

適切であることによって生ずる事故が多い。こ

れは交通事故における歩行者の立場とも異なる

し，公害問題における被害者の立場とも異なり，

消費財の場合は，消費者自体が対象物の取扱い

者であるという点で消費者の注意力の有無が事

故に影響する度合いは大きい13)。

一般的に言えば，人は生活の知恵というかた

ちで事故を回避することを学んで、きた。メーカ

ー側に過度に責任を課する無過失責任制は，消

費者の生活の知恵を失わせる可能性がある。こ

の生活の知恵は，生活経験から獲得し，親から

子へ，大人から子供へと伝えられるものであっ

て，知恵、の取得にコストを要しない，いわば学

習効果としての性格を持っている。製造物責任

制については，このような学習効果という側面

も重視されなければならないで、あろう。

注意力の問題については次のようにまとめる

ことができる。

① 注意力の問題は，危険や予防装置にかかわ

るモラルハザードの問題として扱われてきた。

② しかし，逆に注意力がどのように強められ

13)小林秀之『製造物責任法J60-61ページ参照
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るか，という問題は軽視されてきた。

③ 注意力は教育によって強められる。教育コ

ストをかけることによって事故の社会的費用を

節約できる。

④ 同時に事故に対する損害賠償責任のあり方

は，当事者の注意力に影響を与える。

⑤ その場合，交通事故，公害，製造物責任そ

れぞれによって注意力への影響の仕方は異なる。

当事者の注意力と事故との関係は，当事者間で

非対称的な場合と対称的な場合とがある。公害

については完全に非対称的であり，交通事故に

ついても非対称的であるが，歩行者の注意力も

事故に対して影響がある。製品欠陥による事故

についても，消費者側の注意力の影響がある。

⑥ 責任の割り当ては，当事者の行動に影響す

るという意味で，取引費用がゼロの場合でも，

コースの定理は必ずしも成り立たない(モラル

ハザードを考慮、にいれるなら)。

⑦ 注意力の増大は学習効果として得られる面

があり， しかもこれはコストがかからないとい

う点で，重要な要因とみなされねばならない。
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